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低炭素社会の実現に向けた挑戦
低炭素社会への転換は世界・日本そしてエネルギー事業者の重要課題。
関西電力も原子力再稼動、火力高効率化、再エネ開発などに挑むなか、
パリ協定での日本の目標達成に向けた関西電力の対策と課題を訊く──

河上 豊 関西電力 環境室長

かんでんFOCUS

─
─
環
境
室
の
役
割
は
？

　

大
き
な
役
割
は
、
Ｃ
Ｓ
Ｒ
と
し
て
確
実

に
環
境
へ
の
取
り
組
み
を
実
践
す
る
こ
と

と
、
そ
の
ベ
ー
ス
と
な
る
組
織
風
土
を
維

持
・
向
上
す
る
た
め
グ
ル
ー
プ
全
体
を
統

括
す
る
こ
と
。
電
気
・
ガ
ス
の
小
売
が
全

面
自
由
化
さ
れ
、
市
場
競
争
が
激
化
す
る

な
か
、
こ
れ
ま
で
以
上
に
社
員
一
人
ひ
と

り
が
環
境
マ
イ
ン
ド
を
持
っ
て
事
業
活
動

を
行
う
こ
と
が
極
め
て
重
要
だ
と
考
え
て

動
憲
章
」
を
策
定
。
環
境
対
策
は
Ｃ
Ｓ

Ｒ
の
重
要
な
要
素
と
位
置
づ
け
、「
低
炭

素
社
会
の
実
現
に
向
け
た
挑
戦
」「
循
環

型
社
会
の
実
現
に
向
け
た
活
動
の
展
開
」

「
地
域
環
境
保
全
対
策
の
推
進
」「
環
境
管

理
お
よ
び
環
境
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
の

推
進
」
を
４
本
柱
と
す
る
環
境
行
動
方
針

を
策
定
し
、
こ
れ
に
基
づ
い
た
取
り
組
み

を
進
め
て
い
る
。

造
高
度
化
法
を
改
正
す
る
な
ど
、
官
民
一

体
で
低
炭
素
化
を
め
ざ
し
て
い
る
。

●
関
西
電
力
の
環
境
方
針

─
─
関
西
電
力
の
取
り
組
み
は
？　

ま
ず

環
境
対
策
を
ど
う
位
置
づ
け
て
い
る
？

　

関
西
電
力
グ
ル
ー
プ
は
Ｃ
Ｓ
Ｒ
（
企
業

の
社
会
的
責
任
）
を
事
業
活
動
の
基
盤
に

置
き
、「
関
西
電
力
グ
ル
ー
プ
Ｃ
Ｓ
Ｒ
行

●
世
界
と
日
本
の
趨
勢

─
─
地
球
温
暖
化
問
題
を
め
ぐ
る
世
界
と

日
本
の
動
き
を
ど
う
見
て
い
る
か
？

　

２
０
２
０
年
以
降
の
温
室
効
果
ガ
ス
削

減
の
国
際
枠
組
み
・
パ
リ
協
定
が
発
効
し
、

低
炭
素
社
会
の
実
現
が
喫
緊
の
課
題
に
な

っ
て
い
る
。
昨
今
、
投
資
家
の
方
々
や
お

客
さ
ま
の
意
識
が
本
当
に
変
わ
っ
て
き
た
。

海
外
で
は
石
炭
利
用
の
多
い
会
社
か
ら
投

資
を
引
き
上
げ
る
ダ
イ
ベ
ス
ト
メ
ン
ト
の

動
き
が
急
速
に
拡
が
り
、
Ｒ
Ｅ
１
０
０＊

に

参
加
す
る
企
業
も
国
内
外
と
も
に
増
え
て

き
た
。
先
般
の
Ｃ
Ｏ
Ｐ
23
で
も
石
炭
へ
の

風
当
た
り
は
極
め
て
強
か
っ
た
。

　

た
だ
資
源
に
乏
し
い
日
本
で
は
、
一
足

飛
び
に
脱
石
炭
・
脱
化
石
燃
料
と
は
い
か

な
い
。
安
全
確
保
を
大
前
提
に
エ
ネ
ル
ギ

ー
安
定
供
給
、
経
済
性
、
環
境
保
全
の
同

時
達
成
を
め
ざ
す
「
Ｓ
＋
３
Ｅ
」
の
観
点

か
ら
、
火
力
や
原
子
力
、
再
生
可
能
エ
ネ

ル
ギ
ー
な
ど
多
様
な
エ
ネ
ル
ギ
ー
源
を
バ

ラ
ン
ス
よ
く
活
用
す
る
「
エ
ネ
ル
ギ
ー
ミ

ッ
ク
ス
」
を
推
進
。
そ
れ
に
よ
っ
て
、
日

本
の
パ
リ
協
定
で
の
約
束
・
２
０
３
０
年

度
に
２
０
１
３
年
度
比
26
％
減
と
い
う
温

室
効
果
ガ
ス
削
減
目
標
を
達
成
し
よ
う
と

い
う
の
が
国
の
方
針
だ
。

＊
R
E
1
0
0　

事
業
活
動
に
必
要
な
電
力
を
１
０
０
％
再
エ

ネ
で
賄
う
こ
と
を
め
ざ
す
企
業
に
よ
る
国
際
的
イ
ニ
シ
ア
チ
ブ
。

─
─
そ
の
方
針
に
基
づ
く
電
気
事
業
者
の

取
り
組
み
は
？ 

　

関
西
電
力
を
含
む
主
要
な
電
気
事
業
者

は
16
年
２
月
に
「
電
気
事
業
低
炭
素
社
会

協
議
会
」
を
設
立
し
、
国
の
計
画
と
整
合

す
る
電
気
事
業
全
体
の
削
減
目
標
と
し

て
２
０
３
０
年
度
Ｃ
Ｏ
２
排
出
係
数
０
・

３
７kg-CO

2 /kW
h

と
い
う
数
値
を
掲
げ

た
。
こ
の
協
議
会
に
は
小
売
市
場
の
98

％
（
16
年
度
）
を
占
め
る
事
業
者
が
参
加

し
て
お
り
、
各
社
と
も
活
動
に
力
を
入
れ

て
い
る
。
ま
た
政
府
も
こ
う
し
た
事
業
者

の
自
主
的
取
り
組
み
を
下
支
え
す
る
た
め
、

省
エ
ネ
ル
ギ
ー
法
や
エ
ネ
ル
ギ
ー
供
給
構

る
」
だ
け
で
な
く
、
投
資
家
の
方
々
の
観

点
を
踏
ま
え
た
上
で
、「
環
境
情
報
を
丁

寧
に
開
示
」
す
る
こ
と
で
適
切
な
評
価
を

い
た
だ
く
必
要
が
あ
る
。

＊
P
R
I　

国
際
連
合
が
05
年
に
公
表
し
、加
盟
す
る
機
関
投

資
家
等
が
投
資
ポ
ー
ト
フ
ォ
リ
オ
の
基
本
課
題
へ
の
取
り
組
み
に

つ
い
て
署
名
し
た
一
連
の
投
資
原
則
。

─
─
Ｅ
Ｓ
Ｇ
投
資
と
い
え
ば
、
関
西
電
力

は
世
界
的
Ｓ
Ｒ
Ｉ
（
社
会
的
責
任
投
資
）

指
標
の
構
成
銘
柄
に
選
定
さ
れ
た
と
か
？ 

　

16
年
か
ら
２
年
連
続
でD

ow
 Jones 

Sustainability Index

（
Ｄ
Ｊ
Ｓ
Ｉ＊

）
の

構
成
銘
柄
（A

sia Pacific Index

）
に

選
定
さ
れ
た
。
当
社
の
Ｃ
Ｓ
Ｒ
活
動
全
体

が
グ
ロ
ー
バ
ル
に
評
価
さ
れ
、
非
常
に
嬉

し
く
思
っ
て
い
る
。
ほ
か
に
も
温
暖
化
対

応
に
焦
点
を
当
て
た
Ｃ
Ｄ
Ｐ
（
国
際
的
な

環
境
評
価
Ｎ
Ｐ
Ｏ
）
へ
の
対
応
も
実
施
し

て
お
り
、
投
資
家
の
方
々
か
ら
当
社
を
選

ん
で
い
た
だ
け
る
よ
う
、
今
後
も
丁
寧
に

情
報
を
開
示
し
て
い
き
た
い
。

＊
Ｄ
Ｊ
Ｓ
Ｉ　

ア
メ
リ
カ
のS

&
P

 D
ow

 Jones Index

社
と
ス

イ
ス
のR

obecoS
A

M

社
が
99
年
に
開
発
し
た
Ｓ
Ｒ
Ｉ
指
標
で

あ
り
、企
業
の「
環
境
」「
社
会
」「
企
業
統
治
」の
各
分
野
を
分

析
・
評
価
し
、持
続
可
能
性
に
優
れ
た
企
業
を
選
定
す
る
も
の
。

●
低
炭
素
化
へ
の
取
り
組
み

─
─
低
炭
素
社
会
の
実
現
に
向
け
た
具
体

的
な
取
り
組
み
は
？

　

供
給
面
で
は
、
ま
ず
原
子
力
発
電
所
の

お
り
、
組
織
風
土
づ
く
り
に
お
け
る
我
々

の
役
割
は
さ
ら
に
重
要
に
な
っ
て
い
る
。

　

ま
た
、
我
々
は
環
境
関
連
の
法
規
制
の

専
門
家
集
団
で
も
あ
る
の
で
、
培
っ
て
き

た
知
見
・
ノ
ウ
ハ
ウ
、
人
脈
、
政
策
情
報

な
ど
を
最
大
限
活
か
し
、
コ
ン
プ
ラ
イ
ア

ン
ス
を
し
っ
か
り
守
り
、
各
事
業
活
動
が

円
滑
に
進
む
よ
う
サ
ポ
ー
ト
す
る
の
も
環

境
室
の
役
割
だ
。

　

さ
ら
に
情
報
開
示
も
重
要
な
ミ
ッ
シ
ョ

ン
。
Ｐ
Ｒ
Ｉ
（
国
連
責
任
投
資
原
則＊

）
を

機
に
、
環
境
・
社
会
・
ガ
バ
ナ
ン
ス
を
重

視
し
て
投
資
す
る
Ｅ
Ｓ
Ｇ
投
資
の
動
き
が

拡
が
っ
て
い
る
。
こ
う
し
た
動
き
に
対
応

す
る
に
は
、「
環
境
対
策
を
し
っ
か
り
や

CO₂排出係数などの推移

関西電力グループ環境行動方針

高浜発電所3号機並列（発電・送電開始）時の中央制御室
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販売電力量（億ｋＷｈ） 原子力発電の利用率（％） CO₂排出係数［調整前］（ｋｇ-CO₂/kWh） CO₂排出係数［調整後］（ｋｇ-CO₂/kWh） CO₂排出量（万ｔ-CO₂）

＊1 暫定値であり、正式には「地
球温暖化対策の推進に関
する法律」などに基づき、国
からCO₂排出係数の実績
値が公表されます。

＊2 「地球温暖化対策の推進に
関する法律」上の「温室効
果ガス排出量算定・報告・
公表制度」に基づき計算し
ています。また、2011年度
以降の調整後排出係数は、
CO₂クレジットの反映による
控除分のほかに、太陽光余
剰買取制度・再生可能エネ
ルギーの全量固定価格買
取制度のもとでの環境価値
の調整も含まれます。

はCO₂クレジット等反映による控除分＊2
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再
稼
動
。
発
電
時
に
Ｃ
Ｏ
２
を
排
出
し
な

い
原
子
力
は
Ｃ
Ｏ
２
削
減
に
極
め
て
有
効

な
た
め
、
万
全
の
安
全
対
策
を
講
じ
た
上

で
再
稼
動
に
全
力
を
尽
く
し
て
い
く
。
お

か
げ
さ
ま
で
高
浜
３
・
４
号
機
は
無
事
に

運
転
を
再
開
し
、
続
い
て
大
飯
３
・
４
号

機
も
安
全
を
最
優
先
に
再
稼
動
に
向
け
、

鋭
意
準
備
を
進
め
て
い
る
と
こ
ろ
。
ま
た

40
年
超
運
転
に
向
け
た
美
浜
３
号
機
、
高

浜
１
・
２
号
機
の
安
全
対
策
に
も
全
社
を

挙
げ
て
取
り
組
ん
で
い
る
。

　

一
方
、
火
力
発
電
は
少
し
で
も
化
石
燃

料
の
使
用
量
を
減
ら
し
、
Ｃ
Ｏ
２
排
出
量

を
抑
制
す
る
た
め
、
熱
効
率
の
向
上
に
努

め
て
い
る
。
例
え
ば
姫
路
第
二
発
電
所
で

は
、
最
新
鋭
の
１
６
０
０
℃
級
ガ
ス
タ
ー

ビ
ン
を
用
い
た
コ
ン
バ
イ
ン
ド
サ
イ
ク
ル

発
電
方
式
へ
の
設
備
更
新
を
完
了
。
熱
効

率
は
従
来
の
約
42
％
か
ら
世
界
最
高
水
準

の
約
60
％
に
向
上
し
、
Ｃ
Ｏ
２
排
出
係
数

の
低
減
に
貢
献
し
て
い
る
。
ま
た
従
来
は

重
油
焚
き
だ
っ
た
相
生
発
電
所
１
・
３
号

機
で
Ｌ
Ｎ
Ｇ
利
用
を
開
始
し
、
よ
り
環
境

性
に
優
れ
た
燃
料
へ
の
転
換
も
行
っ
て
い

る
。

─
─
低
炭
素
化
と
い
え
ば
再
生
可
能
エ
ネ

ル
ギ
ー
が
思
い
浮
か
ぶ
が
？

　

当
然
そ
れ
も
取
り
組
ん
で
い
る
。
グ
ル

ー
プ
全
体
で
２
０
３
０
年
ま
で
に
50
万
kW

程
度
の
電
源
を
開
発
す
る
目
標
を
掲
げ
、

既
設
水
力
発
電
所
の
出
力
向
上
、
太
陽

光
・
風
力
・
バ
イ
オ
マ
ス
の
発
電
所
建
設

な
ど
を
推
進
。
さ
ら
に
、
天
候
に
よ
り
出

力
が
変
動
す
る
太
陽
光
発
電
の
大
量
導
入

に
備
え
、
グ
ル
ー
プ
会
社
の
気
象
工
学
研

究
所
と
と
も
に
、
日
射
量
短
時
間
予
測
シ

ス
テ
ム
「
ア
ポ
ロ
ン
」
を
開
発
し
た
。
こ

れ
に
よ
り
、
太
陽
光
発
電
出
力
の
変
動
を

事
前
に
予
測
し
、
安
定
的
な
需
給
制
御
を

実
現
で
き
る
。
こ
の
よ
う
に
、
電
気
事
業

者
と
し
て
の
専
門
技
術
力
を
活
か
し
た
技

術
開
発
に
も
積
極
的
に
取
り
組
ん
で
い
る
。

　

16
年
度
は
太
陽
光
と
バ
イ
オ
マ
ス
各
１

─
─
関
西
電
力
は
舞
鶴
発
電
所
で
も
バ
イ

オ
マ
ス
を
利
用
し
て
い
た
の
で
は
？

　

舞
鶴
発
電
所
は
関
西
電
力
唯
一
の
石
炭

火
力
発
電
所
だ
が
、
08
年
か
ら
木
質
ペ
レ

ッ
ト
の
混
焼
を
行
っ
て
い
る
。

　

そ
の
ほ
か
に
相
生
発
電
所
２
号
機
で
も

重
油
・
原
油
か
ら
木
質
バ
イ
オ
マ
ス
へ
の

燃
料
転
換
を
計
画
し
て
お
り
、
17
年
４
月
、

三
菱
商
事
パ
ワ
ー
と
共
同
で
事
業
化
検
討

の
た
め
の
新
会
社
・
相
生
バ
イ
オ
エ
ナ
ジ

ー
を
設
立
。
22
年
度
に
運
転
開
始
を
予
定

し
て
い
る
。

朝来バイオマス発電所

設備更新後の姫路第二発電所

朝来バイオマス発電事業スキーム

排ガス

汽力プラント（更新前） コンバインドサイクルプラント（更新後）

燃料
（LNG）
100%

燃料
（LNG）
100%

ガスタービン 蒸気タービン

発電機出力
約42％

発電機出力
約60％

CO₂排出係数
約3割削減

0.470kg-CO₂/kWh 0.327kg-CO₂/kWh

兵庫県・朝来市：事業運営への指導助言・協力（燃料の長期安定供給体制構築・運用支援等）、「兵庫モデル」の広報

兵庫県be材等供給協議会

•be材＊の搬出等

be材供給センター
［兵庫県森林組合連合会］

朝来バイオマス発電所
［関電エネルギーソリューション］

•be材の貯蔵
•燃料チップへの加工、貯蔵
•燃料チップの品質管理

•発電所運用、保全

みどり公社
森林組合
素材生産者　等

朝来市の生野工業団地の同一敷地に設置

be材

チップ
チップ FIT電力

従来型とコンバインドサイクルの比較

日射量短時間予測システム「アポロン」の概要

─
─
需
要
面
の
取
り
組
み
は
？

　

社
会
全
体
と
し
て
省
エ
ネ
・
省
コ
ス

ト
・
省
Ｃ
Ｏ
２
を
実
現
す
る
た
め
、
ヒ
ー

ト
ポ
ン
プ
技
術
を
活
用
し
た
高
効
率
シ
ス

テ
ム
な
ど
の
提
案
活
動
に
力
を
入
れ
て

い
る
。
加
え
て
「
は
ぴ
ｅ
み
る
電
」
な

ど
、
お
客
さ
ま
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
利
用
を
見

え
る
化
す
る
サ
ー
ビ
ス
も
推
進
。
ス
マ
ー

ト
メ
ー
タ
ー
の
設
置
も
他
社
に
先
駆
け
て

進
め
て
お
り
、
17
年
９
月
末
時
点
で
約

８
４
３
万
台
￨
￨
６
割
を
超
え
る
お
客
さ

ま
に
導
入
し
た
。
22
年
度
ま
で
に
は
す
べ

て
の
お
客
さ
ま
へ
の
設
置
を
完
了
す
る
計

画
だ
。

─
─
ス
マ
ー
ト
メ
ー
タ
ー
の
導
入
が
進
む

と
何
が
変
わ
る
？

　

ス
マ
ー
ト
メ
ー
タ
ー
の
導
入
、
ス
マ
ー

ト
グ
リ
ッ
ド＊

の
構
築
に
よ
り
、
エ
ネ
ル
ギ

ー
の
見
え
る
化
が
さ
ら
に
進
み
、
家
ご
と
、

ビ
ル
ご
と
の
管
理
は
も
ち
ろ
ん
、
社
会
全

体
の
省
エ
ネ
化
に
も
寄
与
で
き
る
。
ま
た

電
気
の
利
用
実
態
に
合
わ
せ
た
効
率
的
な

設
備
形
成
や
、
よ
り
柔
軟
な
料
金
メ
ニ
ュ

ー
づ
く
り
も
可
能
に
な
る
。

＊
ス
マ
ー
ト
グ
リ
ッ
ド　

基
盤
と
な
る
電
力
系
統
の
安
定
性
を

失
う
こ
と
な
く
、低
炭
素
社
会
の
実
現
と
お
客
さ
ま
の
利
便
性

向
上
を
目
的
に
、情
報
通
信
技
術
、蓄
電
池
技
術
な
ど
の
新
技

術
を
用
い
た
、高
効
率
、高
品
質
、高
信
頼
度
の
電
力
流
通
シ
ス

テ
ム
。

［日射量推定］ ［雲の移流予測］

複数の気象衛星画像から
日射量を推定!!

2.5分毎の日射量分布を推定

可視画像と赤外画像から個々の雲の
特性を考慮し、日射量を推定

高
度

積雲 快晴

地面 地面

層雲

雲の移流予測結果に基づいて
日射量分布を予測

3時間30分先までの日射量を3分毎に予測

気象衛星画像の時間変化から
雲の移動ベクトルを推定し、
雲の移流予測を行う。

●
課
題
と
抱
負

─
─
取
り
組
み
成
果
は
上
が
っ
て
い
る
？

　

Ｃ
Ｏ
２

排
出
係
数
で
見
る
と
、
震
災

前
の
２
０
１
０
年
度
は
原
子
力
の
利
用

率
が
78
・
２
％
と
高
く
排
出
係
数
も
０
・

２
８
１kg-CO

₂/kW
h

と
業
界
ト
ッ
プ
レ

ベ
ル
の
数
値
だ
っ
た
が
、
残
念
な
が
ら
、

震
災
以
降
は
原
子
力
発
電
所
が
停
止
し
、

化
石
燃
料
の
消
費
量
が
大
き
く
増
え
た
こ

と
か
ら
排
出
係
数
も
悪
化
し
た
。
一
方
で
、

姫
路
第
二
発
電
所
の
設
備
更
新
、
相
生
発

電
所
の
燃
料
転
換
、
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ

ー
の
増
加
な
ど
の
改
善
要
因
も
あ
り
、
16

年
度
実
績
は
０
・
４
９
３kg-CO

₂/kW
h

と
な
っ
た
。
今
年
度
は
高
浜
３
・
４
号
機

の
運
転
再
開
が
あ
り
、
大
き
く
改
善
で
き

る
と
見
込
ん
で
い
る
。

─
─
や
は
り
Ｃ
Ｏ
２
排
出
削
減
に
果
た
す

原
子
力
の
役
割
は
大
き
い
？

　

非
常
に
大
き
い
。
電
力
業
界
の
目
標
達

成
の
み
な
ら
ず
、
国
の
掲
げ
る
「
13
年
度

比
26
％
削
減
」
を
実
現
す
る
た
め
に
も
、

一
定
程
度
の
原
子
力
は
必
要
不
可
欠
。
エ

ネ
ル
ギ
ー
基
本
計
画
で
定
め
た
２
０
３
０

年
の
原
子
力
比
率
20
〜
22
％
に
向
け
、
安

全
が
確
認
さ
れ
た
プ
ラ
ン
ト
の
再
稼
動
と
、

安
全
を
大
前
提
と
す
る
40
年
超
運
転
を
着

カ
所
を
新
設
し
、
17
年
10
月
末
時
点
で
約

11
万
kW
の
設
備
が
稼
動
し
て
い
る
。
う
ち

16
年
12
月
に
兵
庫
県
朝
来
市
で
運
転
開
始

し
た
朝
来
バ
イ
オ
マ
ス
発
電
所
は
、
兵
庫

県
森
林
組
合
連
合
会
が
公
益
社
団
法
人
兵

庫
み
ど
り
公
社
の
協
力
を
得
て
、
未
利
用

木
材
の
搬
出
か
ら
乾
燥
・
燃
料
チ
ッ
プ
製

造
を
行
い
、
関
電
エ
ネ
ル
ギ
ー
ソ
リ
ュ
ー

シ
ョ
ン
が
燃
料
チ
ッ
プ
を
活
用
し
て
発
電
。

こ
う
し
た
官
民
協
働
の
事
業
ス
キ
ー
ム
は

国
内
初
で
あ
り
、
林
業
再
生
や
地
域
経
済

活
性
化
に
も
つ
な
が
る
好
例
と
自
負
し
て

い
る
。

＊be材　バイオマスエネルギー材。燃料用チップに供する、間伐等で伐採され森林内に残されたままになっている未利用木材
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電
源
ミ
ッ
ク
ス
を
再
構
築
す
る
。
加
え
て
、

ヒ
ー
ト
ポ
ン
プ
の
普
及
拡
大
な
ど
を
通
じ

て
電
化
を
進
め
る
と
と
も
に
、
ス
マ
ー
ト

グ
リ
ッ
ド
の
構
築
を
通
じ
て
、
発
送
配
電

を
担
う
企
業
グ
ル
ー
プ
と
し
て
、
低
炭
素

社
会
の
実
現
と
お
客
さ
ま
の
豊
か
な
暮
ら

し
に
貢
献
し
て
い
き
た
い
。

取材・編集/田窪由美子

実
に
進
め
て
い
く
べ
き
だ
。

　

但
し
、
当
然
な
が
ら
温
暖
化
対
策
は

２
０
３
０
年
が
ゴ
ー
ル
で
は
な
く
、
中
長

期
的
に
は
さ
ら
に
大
幅
な
Ｃ
Ｏ
２
削
減
が

必
要
だ
。
そ
の
時
ど
う
す
る
か
も
視
野
に

入
れ
て
お
か
な
い
と
い
け
な
い
。

─
─
中
長
期
的
な
大
幅
削
減
と
は
？

　

16
年
５
月
、
政
府
は
２
０
５
０
年
の
温

室
効
果
ガ
ス
の
80
％
削
減
な
ど
を
盛
り
込

ん
だ
「
地
球
温
暖
化
対
策
計
画
」
を
閣
議

決
定
し
た
。
こ
れ
が
日
本
の
中
長
期
的
目

標
と
な
っ
て
い
る
。

　

で
は
、
ど
う
や
っ
て
こ
れ
を
達
成
す
る

か
。
電
源
の
低
炭
素
化
を
徹
底
し
て
進
め

る
と
と
も
に
、
暖
房
・
給
湯
の
ヒ
ー
ト
ポ

ン
プ
利
用
や
電
気
自
動
車
等
、
さ
ま
ざ
ま

な
分
野
に
お
い
て
、
電
化
を
大
幅
に
進
め

る
こ
と
が
必
須
だ
。

─
─
と
い
う
こ
と
は
、
再
生
可
能
エ
ネ
ル

ギ
ー
も
さ
ら
に
増
や
し
て
い
く
？

　

再
エ
ネ
も
重
要
な
選
択
肢
の
一
つ
だ
が
、

供
給
安
定
性
と
コ
ス
ト
面
で
ま
だ
課
題
が

多
い
。
12
年
の
Ｆ
Ｉ
Ｔ
（
固
定
価
格
買
取

制
度
）
導
入
以
降
、
太
陽
光
を
中
心
に
導

入
が
進
ん
で
い
る
が
、
日
本
の
再
エ
ネ
の

発
電
コ
ス
ト
は
国
際
水
準
と
比
較
し
て
も

高
く
、
Ｆ
Ｉ
Ｔ
に
よ
る
買
取
費
用
は
年
間

約
２
・
７
兆
円
（
17
年
度
。
賦
課
金
は
２
・

１
兆
円
）。
平
均
的
な
ご
家
庭
の
負
担
は

毎
月
６
８
６
円
に
達
し
て
い
る
。
再
エ
ネ

を
ど
こ
ま
で
伸
ば
せ
る
か
は
コ
ス
ト
低
下

の
進
展
度
合
い
と
の
兼
ね
合
い
が
重
要
に

な
る
だ
ろ
う
。

─
─
他
に
方
法
は
？

　

排
ガ
ス
か
ら
Ｃ
Ｏ
２
を
回
収
・
貯
留
す

る
Ｃ
Ｃ
Ｓ
技
術
が
実
用
化
す
れ
ば
、
大
幅

な
削
減
が
期
待
で
き
る
が
、
実
用
化
に
は

技
術
的
に
も
経
済
的
に
も
現
在
で
は
ま
だ

ハ
ー
ド
ル
は
高
い
。
し
か
し
、
今
後
、
Ｃ

Ｃ
Ｓ
技
術
の
コ
ス
ト
低
減
を
目
的
に
、
舞

鶴
発
電
所
に
て
「
省
エ
ネ
ル
ギ
ー
型
二
酸

化
炭
素
分
離
・
回
収
シ
ス
テ
ム
」
の
実
用

化
試
験
を
行
う
な
ど
、
さ
ま
ざ
ま
な
研
究

開
発
を
進
め
て
お
り
、
Ｃ
Ｏ
２
の
大
幅
削

減
に
は
革
新
的
な
ブ
レ
ー
ク
ス
ル
ー
が
必

要
と
な
っ
て
く
る
。

　

た
だ
エ
ネ
ル
ギ
ー
は
社
会
の
根
幹
に
関

わ
る
も
の
で
あ
り
、
常
に
現
実
的
な
選
択

肢
を
確
保
し
て
お
く
こ
と
が
必
要
だ
。

─
─
で
は
最
後
に
今
後
の
抱
負
を
。

　

ま
ず
は
、
安
全
を
最
優
先
に
原
子
力
発

電
所
の
再
稼
動
を
着
実
に
進
め
、
足
下
の

かんでんFOCUS

省エネルギー型二酸化炭素分離・回収システムの実用化試験設備のしくみ

ボイラ

KCCシステム＊

低温蒸気
（例：60℃）

固体吸収材
吸収塔（CO₂吸収プロセス）煙道より導入

コ
ン
ベ
ア

CO₂フリーガス

再生塔（CO₂脱離プロセス）

CO₂

乾燥塔

乾燥ガス

蒸気

排ガス

脱硝 脱硫
煙
突

電気
集じん器 燃焼排ガス

CO₂ フリーガス

CO₂

CO₂

CO₂ CO₂

CO₂

CO₂

CO₂CO₂

CO₂

CO₂

CO₂

CO₂

CO₂

CO₂

CO₂

減圧蒸気

余剰排熱を利用した
100℃以下の減圧蒸気で脱離可能

（省エネルギーを実現）

固体吸収材を用いて
CO₂を効率よく分離

CO₂
脱離

CO₂
吸収 繰り返し

＊KCCシステム　関西電力とともに実用化試験の実施メンバーである川崎重工が
開発した「KCC（Kawasaki CO₂ Capture）」システム。実施メンバーにはRITE（地
球環境産業技術研究機構）も加わっている


